
令和４年（２０２２年）

旭 川 市 議 会 議 案

第 １ 回 定 例 会

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ １ 日 開 会

令 和 ４ 年 月 日 閉 会



４・１定 議案第 １ 号

令和３年度旭川市一般会計補正予算について

令和３年度旭川市一般会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・１定 議案第 ２ 号

令和３年度旭川市国民健康保険事業特別会計補正予算について

令和３年度旭川市国民健康保険事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ３ 号

令和３年度旭川市動物園事業特別会計補正予算について

令和３年度旭川市動物園事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・１定 議案第 ４ 号

令和３年度旭川市公共駐車場事業特別会計補正予算について

令和３年度旭川市公共駐車場事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ５ 号

令和３年度旭川市育英事業特別会計補正予算について

令和３年度旭川市育英事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・１定 議案第 ６ 号

令和３年度旭川市介護保険事業特別会計補正予算について

令和３年度旭川市介護保険事業特別会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ７ 号

令和３年度旭川市水道事業会計補正予算について

令和３年度旭川市水道事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・１定 議案第 ８ 号

令和３年度旭川市下水道事業会計補正予算について

令和３年度旭川市下水道事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ９ 号

令和３年度旭川市病院事業会計補正予算について

令和３年度旭川市病院事業会計補正予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 １０ 号

土地の処分について

次の土地を売却する。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 土地の表示

所 在 地 番 地 目 地 積（㎡）

旭川市宮下通１２丁目 １番 宅 地 ７，６９３．９８

２ 売却価格

６０１，０００，０００円

３ 契約の相手方

札幌市中央区北６条西１６丁目

株式会社ほくやく

（説 明）

公用又は公共用に供する見込みがない土地を売却しようとするものである。



議 案 第 １０ 号 参 考 図

所 在 旭川市宮下通１２丁目

付 近 見 取 図 売払予定地 7,693.98 ㎡

縮 尺 1:15,000

縮 尺 1:2,000

売却予定地



４・１定 議案第 １１ 号

契約の締結について

次の工事請負契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 工 事 名 第２豊岡団地建替（２－Ｂ）新築工事

２ 契 約 金 額 ８５１，４００，０００円

３ 契約の相手方 廣野・菅原・東成・谷脇共同企業体

株式会社廣野組

株式会社菅原組

東成建設株式会社

株式会社谷脇組

４ 契約の方法 一般競争入札（条件付き）



４・１定 議案第 １２ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ 旭川市ときわ市民ホール

⑵ 旭川市勤労者福祉総合センター

２ 指定管理者

旭川市６条通９丁目

株式会社旭川振興公社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 １３ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市旭正農業構造改善センター

２ 指定管理者

旭川市東鷹栖東２条２丁目

グリーンテックス株式会社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 １４ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市永山ふれあいセンター

２ 指定管理者

旭川市東鷹栖東２条２丁目

グリーンテックス株式会社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 １５ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市東鷹栖農村活性化センター

２ 指定管理者

旭川市東鷹栖１条３丁目

たいせつ農業協同組合

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 １６ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市障害者福祉センター

２ 指定管理者

旭川市宮前１条３丁目

特定非営利活動法人旭川障害者連絡協議会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 １７ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市北部老人福祉センター

２ 指定管理者

旭川市春光台４条１１丁目

社会福祉法人愛善会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 １８ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市東部老人福祉センター

２ 指定管理者

旭川市１条通５丁目

ワーカーズコープ指定管理者グループ

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 １９ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

⑴ いきいきセンター新旭川

⑵ いきいきセンター永山

⑶ いきいきセンター神楽

２ 指定管理者

旭川市５条通４丁目

社会福祉法人旭川市社会福祉協議会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 ２０ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市近文市民ふれあいセンター

２ 指定管理者

旭川市８条通９丁目

ニサカ・環境衛生指定管理者グループ

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 ２１ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市東部スケートリンク

２ 指定管理者

旭川市６条通９丁目

株式会社旭川振興公社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 ２２ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

忠和テニスコート

２ 指定管理者

旭川市６条通９丁目

株式会社旭川振興公社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 ２３ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市柔道場

２ 指定管理者

旭川市６条通９丁目

株式会社旭川振興公社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 ２４ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市江丹別若者の郷

２ 指定管理者

旭川市江丹別町中央

江丹別産業開発株式会社

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 ２５ 号

指定管理者の指定について

次のとおり指定管理者の指定をしたいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 管理を行わせる公の施設

旭川市２１世紀の森施設

２ 指定管理者

旭川市東旭川町瑞穂

旭川市２１世紀の森運営協議会

３ 公の施設の管理を行わせる期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで



４・１定 議案第 ２６ 号

令和４年度旭川市一般会計予算について

令和４年度旭川市一般会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・１定 議案第 ２７ 号

令和４年度旭川市国民健康保険事業特別会計予算について

令和４年度旭川市国民健康保険事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ２８ 号

令和４年度旭川市動物園事業特別会計予算について

令和４年度旭川市動物園事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・１定 議案第 ２９ 号

令和４年度旭川市公共駐車場事業特別会計予算について

令和４年度旭川市公共駐車場事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ３０ 号

令和４年度旭川市育英事業特別会計予算について

令和４年度旭川市育英事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・１定 議案第 ３１ 号

令和４年度旭川市介護保険事業特別会計予算について

令和４年度旭川市介護保険事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ３２ 号

令和４年度旭川市母子福祉資金等貸付事業特別会計予算について

令和４年度旭川市母子福祉資金等貸付事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・１定 議案第 ３３ 号

令和４年度旭川市後期高齢者医療事業特別会計予算について

令和４年度旭川市後期高齢者医療事業特別会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ３４ 号

令和４年度旭川市水道事業会計予算について

令和４年度旭川市水道事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

４・１定 議案第 ３５ 号

令和４年度旭川市下水道事業会計予算について

令和４年度旭川市下水道事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ３６ 号

令和４年度旭川市病院事業会計予算について

令和４年度旭川市病院事業会計予算を別冊のとおり定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



４・１定 議案第 ３７ 号

旭川市議会の議決すべき事件に関する条例の

一部を改正する条例の制定について

旭川市議会の議決すべき事件に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市議会の議決すべき事件に関する条例の一部を改正する条例

旭川市議会の議決すべき事件に関する条例（昭和３５年旭川市条例第１５号）の一部を次の

ように改正する。

第２条中第２号を削り，第３号を第２号とする。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

議会の議決すべき事件の一部を廃止するために，旭川市議会の議決すべき事件に関する条例

の一部を改正しようとするものである。



４・１定 議案第 ３８ 号

旭川市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

旭川市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例

旭川市職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年旭川市条例第３号）の一部を次のように

改正する。

第２条中「任命権者又は任命権者の定める公務員の面前において，別記様式による宣誓書に

署名」を「別記様式による宣誓書を任命権者に提出」に改める。

別記中「別記」を「別記様式」に改め，「㊞」を削る。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

押印等に係る規定を整備するために，旭川市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正し

ようとするものである。



４・１定 議案第 ３９ 号

旭川市職員の育児休業等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

旭川市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

旭川市職員の育児休業等に関する条例（平成４年旭川市条例第２号）の一部を次のように改

正する。

第２条第４号ア中 を削り， を とし， を とする。(ア) (イ) (ア) (ウ) (イ)

第１９条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間

を考慮して規則で定める」に改め，同号ア及びイを削る。

第２３条を第２５条とし，第２２条の次に次の２条を加える。

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等）

第２３条 任命権者は，職員が当該任命権者に対し，当該職員又はその配偶者が妊娠し，又は

出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは，当該職員に対して，育児休業，育

児短時間勤務又は部分休業（以下「育児休業等」という。）に関する制度その他の事項を知

らせるとともに，育児休業等の承認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その

他の措置を講じなければならない。

２ 任命権者は，職員が前項の規定による申出をしたことを理由として，当該職員が不利益な

取扱いを受けることがないようにしなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第２４条 任命権者は，育児休業等の承認の請求が円滑に行われるようにするため，次に掲げ

る措置を講じなければならない。



⑴ 職員に対する育児休業等に係る研修の実施

⑵ 育児休業等に関する相談体制の整備

⑶ その他育児休業等に係る勤務環境の整備に関する措置

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

非常勤職員の育児休業の承認に係る規定を整備する等のために，旭川市職員の育児休業等に

関する条例の一部を改正しようとするものである。



４・１定 議案第 ４０ 号

旭川市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

旭川市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

旭川市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２６年旭川市条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。

附則第４項中「令和３年４月１日から令和４年３月３１日」を「令和４年４月１日から令和

５年３月３１日」に改める。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

令和４年度における特別職の職員の給料月額の特例を定めるために，旭川市特別職の職員の

給与に関する条例の一部を改正しようとするものである。



４・１定 議案第 ４１ 号

旭川市公営企業の管理者の給与等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

旭川市公営企業の管理者の給与等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市公営企業の管理者の給与等に関する条例の一部を改正する条例

旭川市公営企業の管理者の給与等に関する条例（昭和４６年旭川市条例第２号）の一部を次

のように改正する。

附則第３項中「令和３年４月１日から令和４年３月３１日」を「令和４年４月１日から令和

５年３月３１日」に改める。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

令和４年度における公営企業の管理者の給料月額の特例を定めるために，旭川市公営企業の

管理者の給与等に関する条例の一部を改正しようとするものである。



４・１定 議案第 ４２ 号

旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金条例の一部を改正する条例

旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金条例（令和２年旭川市条例第３９号）の一部を次

のように改正する。

附則第２項を削り，附則第１項の見出し及び項番号を削る。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

（説 明）

失効日を廃止するために，旭川市新型コロナウイルス感染症対策基金条例の一部を改正しよ

うとするものである。



４・１定 議案第 ４３ 号

旭川市消防団員の報酬に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

旭川市消防団員の報酬に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市消防団員の報酬に関する条例の一部を改正する条例

旭川市消防団員の報酬に関する条例（昭和２８年旭川市条例第２４号）の一部を次のように

改正する。

第１条の２中「報酬」を「年額報酬」に改める。

第２条各号列記以外の部分中「消防団員に」を「消防団員に対し」に，「手当」を「報酬」

に改め，同条第１号中「出場手当」を「災害出動報酬」に改め，同条第２号中「訓練手当」を

「訓練出動報酬」に改め，同条第３号中「警戒手当」を「警戒出動報酬」に改め，同条第４号

を削る。

第５条中「手当」を「報酬」に，「２０日」を「末日」に改める。

別表１中「 「

３６，０００円 ３６，５００円

」を 」に改める。

別表２を次のように改める。

別表２

区 分 支給単位 金 額 備 考

災害出動報酬 １回 8,000円 １回は，４時間以内とする。

訓練出動報酬 １回 7,000円



警戒出動報酬 １回 7,000円

附 則

１ この条例は，令和４年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

２ 施行日前に支給すべき事由の生じた手当については，なお従前の例による。

（説 明）

消防団員の報酬の額を改定する等のために，旭川市消防団員の報酬に関する条例の一部を改

正しようとするものである。



４・１定 議案第 ４４ 号

旭川市消防団員等公務災害補償条例の一部を

改正する条例の制定について

旭川市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

旭川市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年旭川市条例第２４号）の一部を次のように

改正する。

第３条第２項ただし書を削る。

附 則

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

２ この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金である障害補償若しく

は遺族補償を受ける権利については，この条例による改正後の旭川市消防団員等公務災害補

償条例第３条第２項の規定にかかわらず，なお従前の例による。

（説 明）

損害補償を受ける権利に係る規定を整備するために，旭川市消防団員等公務災害補償条例の

一部を改正しようとするものである。



４・１定 議案第 ４５ 号

旭川市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市個人情報保護条例の一部を改正する条例

旭川市個人情報保護条例（平成１７年旭川市条例第８号）の一部を次のように改正する。

第２条第３号中「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５９号）第２条第１項」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２

条第９項」に改める。

第１２条第３号ウ中「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５８号）第１４条第２号ハ」を「個人情報の保護に関する法律第７８条第２号ハ」に改める。

第２３条の２中「総務大臣」を「内閣総理大臣」に，「第１９条第７号」を「第１９条第８

号」に，「同条第８号」を「同条第９号」に改める。

第３９条第１項第１号を次のように改める。

⑴ 統計法（平成１９年法律第５３号）第５２条各号（第２号を除く。）に掲げる個人情報

附 則

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。ただし，第２３条の２の改正規定及び次項

の規定は，公布の日から施行する。

２ この条例による改正後の旭川市個人情報保護条例第２３条の２の規定は，令和３年９月１

日から適用する。



（説 明）

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律の廃止等に伴い，旭川市個人情報保

護条例の一部を改正しようとするものである。



４・１定 議案第 ４６ 号

旭川市地域共生社会の実現に向けた施策の推進に関する条例の制定について

旭川市地域共生社会の実現に向けた施策の推進に関する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市地域共生社会の実現に向けた施策の推進に関する条例

（目的）

第１条 この条例は，地域共生社会の実現に向けた施策の推進に関し基本理念を定め，並びに

市の責務並びに社会福祉協議会，関係団体，地域活動団体，事業者及び市民の役割を明らか

にするとともに，施策の基本となる事項を定めることにより，その施策を総合的かつ計画的

に推進し，もって誰もが安心して充実した幸せな人生を送ることができる地域共生社会の実

現に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

⑴ 地域共生社会 誰もが必要に応じた適切な福祉的支援又は配慮を受けながら，可能な限

り経済活動（就労，消費等の活動をいう。），市民活動（地域活動，ボランティア活動等

の活動をいう。），趣味の活動（文化芸術活動，スポーツ等の活動をいう。）等（以下

「経済活動等」という。）に参加することで，世代，分野等を超えてつながり，社会の担

い手として地域をともに創り，及び支えるとともに，自分らしく生きがいを持って生活で

きる社会をいう。

⑵ 合理的配慮 市民が全ての人権及び基本的自由を平等に享有して日常生活又は社会生活

を営む上で支障となる社会における事物，制度，慣行，観念その他一切のもの（以下この

条において「社会的障壁」という。）の除去が必要であると認識できる場合において，当

該除去を必要とする市民以外の者が，過度の負担が生じない範囲で社会的障壁の除去又は



代替手段による対応を行うことをいう。

⑶ 地域生活課題 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）第４条第

３項に規定する地域生活課題をいう。

⑷ 福祉的支援 国，地方公共団体，公的機関，社会福祉協議会，関係団体，地域活動団体

及び事業者が実施する福祉サービス及び地域生活課題を抱える市民に対する支援をいう。

⑸ 福祉的支援を必要とする市民 高齢者，難病等の難治性の疾病の患者，子ども，子育て

を行う者，障がい児，障がい者，生活困窮者，虐待又はドメスティック・バイオレンスの

被害者，社会的少数者であることにより生きづらさを感じる者，社会的に孤立している者，

社会参画に支障がある者その他日常生活を送る上で何らかの支援又は配慮を必要とする全

ての市民をいう。

⑹ ケアラー 福祉的支援を必要とする市民に対し，無償で介護，看護，日常生活上の世話

その他の援助を提供する者をいう。

⑺ 社会福祉協議会 法第１０９条第１項に規定する市町村社会福祉協議会のうち，市内に

事務所を有するものをいう。

⑻ 関係団体 市内で社会福祉を目的とした事業又は活動を行う個人又は法人その他の団体

（前号に掲げるものを除く。）をいう。

⑼ 地域活動団体 旭川市まちづくり基本条例（平成２６年旭川市条例第３号）第１４条第

１項に規定する地域活動団体をいう。

⑽ 事業者 市内で事業を営む個人又は法人その他の団体（第７号及び第８号に掲げるもの

を除く。）をいう。

⑾ 市民 市内に住所を有する者，市内に居住する者又は市内に通勤し，若しくは通学する

者をいう。

（基本理念）

第３条 地域共生社会の実現に向けた施策は，次に掲げる事項を目的として推進されなければ

ならない。

⑴ 福祉的支援を必要とする市民が個性及び多様性を認められ，個々の状況に応じた適切な

支援又は配慮を受けることで，福祉的支援を必要とする市民をはじめとする全ての市民が，

それぞれの望む形で快適に暮らせること。

⑵ 福祉的支援を必要とする市民及びケアラーが，経済活動等を通じて社会の中で活躍の機

会を得ることができること。



⑶ 福祉的支援を必要とする市民をはじめとする全ての市民が，個々の状況に応じた健康増

進，介護予防その他の福祉サービスを享受し，健康保持に努めることができること。

⑷ 関係団体，地域活動団体及び事業者が，単独で又は他の関係団体，地域活動団体及び事

業者と連携して，市及び関係する公的機関との役割分担の下，市民相互の支え合いにより，

地域生活課題を解決できること。

（市の責務）

第４条 市は，基本理念にのっとり，社会福祉協議会との連携及び相互の協力の下，地域共生

社会に関する理解を広め，誰もが生きがいを持ち，安心して充実した幸せな人生を送ること

ができる環境づくりを推進するため，次に掲げる責務を果たすものとする。

⑴ 関係する公的機関，関係団体，地域活動団体，事業者及び市民と連携して，第１１条に

掲げる事項（以下「基本施策」という。）を総合的かつ計画的に推進すること。

⑵ 基本施策を推進するに当たり，社会福祉協議会，関係団体，地域活動団体，事業者及び

市民の意見を反映させるよう努めること。

⑶ 社会福祉協議会，関係団体，地域活動団体，事業者及び市民がこの条例に規定する役割

を果たすことができるよう，必要な支援を行うこと。

（社会福祉協議会の役割）

第５条 社会福祉協議会は，基本理念にのっとり，市との連携及び相互の協力の下，地域共生

社会の実現に向けた施策の主たる担い手として，次に掲げる役割を果たすよう努めるものと

する。

⑴ 関係する公的機関，関係団体，地域活動団体，事業者又は市民と協力して，地域生活課

題の解決に取り組むこと。

⑵ 関係団体，地域活動団体，事業者及び市民に対し，地域共生社会の実現に向けた取組を

行うために必要な情報の提供，助言その他必要な支援を行うこと。

⑶ 福祉的支援が必要な市民に対し，個々の状況に応じた適切な福祉サービスを受けること

ができるよう，直接的又は間接的に支援すること。

⑷ 地域共生社会の実現に向けた施策の推進につながる地域資源を開拓し，人材の育成及び

資質の向上を行うこと。

（関係団体の役割）

第６条 関係団体は，基本理念にのっとり，地域共生社会の実現に向けた施策の推進に主体的

に取り組むとともに，次に掲げる役割を果たすよう努めるものとする。



⑴ 単独で又は他の関係団体と連携を図りながら，必要に応じて市，社会福祉協議会及び関

係する公的機関と情報を共有し，福祉的支援を必要とする市民が，自らが望む経済活動等

に参加できるようになることを目指して，支援又は配慮を行うこと。

⑵ 自らの活動を通じて福祉的支援を必要とする市民を発見したときは，市，社会福祉協議

会又は関係する公的機関に情報を提供すること。

⑶ 自らの活動に参加する市民の心身の健康保持と生きがいづくりを行うこと。

（地域活動団体の役割）

第７条 地域活動団体は，基本理念にのっとり，地域共生社会の実現に向けた施策に協力する

とともに，次に掲げる役割を果たすよう努めるものとする。

⑴ 単独で又は他の地域活動団体と連携を図りながら，必要に応じて市，社会福祉協議会，

関係する公的機関又は関係団体と協力し，地域における福祉的課題を解決すること。

⑵ 自らの活動を通じて福祉的支援を必要とする市民を発見したときは，市，社会福祉協議

会又は関係する公的機関に情報を提供すること。

（事業者の役割）

第８条 事業者は，基本理念にのっとり，地域共生社会に関する理解を深めるとともに，次に

掲げる役割を果たすよう努めるものとする。

⑴ 労働者の個性及び多様性を尊重し，心身の健康保持を図るための職場環境づくりを行う

こと。

⑵ 福祉的支援を必要とする市民の雇用を促進すること。

⑶ 自らが提供する商品及びサービス又は管理する施設及び設備において，福祉的支援を必

要とする市民に対し合理的配慮を行うこと。

⑷ 事業活動を通じて福祉的支援を必要とする市民を発見したときは，市，社会福祉協議会

又は関係する公的機関に情報を提供すること。

（市民の役割）

第９条 市民は，基本理念にのっとり，地域共生社会に関する理解を深めるとともに，次に掲

げる役割を果たすよう努めるものとする。

⑴ 市，社会福祉協議会，関係する公的機関，関係団体及び地域活動団体が推進する地域共

生社会の実現に向けた取組に協力すること。

⑵ 自身及び家族の心身の健康を保持すること。

⑶ 自身の心身の健康状況等に応じて経済活動等に参加し，地域社会の活性化と地域福祉を



推進すること。

⑷ 福祉的支援を必要とする市民に対し，過度な負担が生じない範囲での支援又は合理的配

慮を行うこと。

（他分野との連携）

第１０条 市は，地域共生社会の実現のため，福祉分野のほか，保健，医療，市民生活，人権，

教育，文化，スポーツ，経済，農業その他の分野の事業と連携して基本施策を推進するもの

とする。

（基本施策）

第１１条 市は，地域共生社会の実現に向け，次に掲げる事項を施策の基本として推進するも

のとする。

⑴ 市民の個性及び多様性を尊重し，福祉的支援を必要とする市民であることを理由とする

不当な差別的取扱いを受けることのない環境づくりに取り組むこと。

⑵ 福祉的支援を必要とする市民に対して支援又は配慮を行うとともに，地域活動団体，事

業者及び市民に対し，合理的配慮の実施の推進に取り組むこと。

⑶ 関係団体，地域活動団体，事業者及び市民に対し，地域共生社会，福祉的支援及び合理

的配慮についての理解を深めるための機会の提供及び周知並びに啓発に取り組むこと。

⑷ 福祉的支援を必要とする市民が，福祉，保健，医療，まちづくり，教育，就労支援その

他の制度の枠を超えて，個々の状況に応じた福祉サービスを受けることができる包括的な

相談支援体制の整備に取り組むこと。

⑸ 福祉的支援を必要とする市民を地域の中で把握し，当該福祉的支援を必要とする市民を

個々の状況に応じた支援に結びつけるよう取り組むこと。

⑹ 福祉的支援を必要とする市民及びケアラーの経済活動等への参加の促進に取り組むこと。

⑺ 誰もが経済活動等を通じて生きがいを持ち，地域社会の活性化と地域福祉の推進に寄与

できるように取り組むこと。

⑻ 福祉的支援を必要とする市民，ケアラー及び関係団体に必要な情報が行き届くよう，そ

の発信に取り組むこと。

⑼ 市民の心身の健康保持を図るため，市民一人一人の状態に応じた心身の健康増進，介護

予防等に取り組むこと。

⑽ 地域共生社会の実現に向けた取組への市民の参加の促進に取り組むこと。

⑾ 関係団体，地域活動団体，事業者及び市民が行う，地域における福祉的課題の自主的な



解決を図る活動の支援に取り組むこと。

⑿ 福祉的支援に関わる者の人材育成及び人材確保の促進に取り組むこと。

（財政上の措置）

第１２条 市は，地域共生社会の実現に向けた施策を推進するため，必要な財政上の措置を講

ずるよう努めるものとする。

（評価検証）

第１３条 市は，この条例を踏まえた地域共生社会の実現に向けた施策の推進状況について評

価検証し，その結果を公表するものとする。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

地域共生社会の実現に向けた施策の基本となる事項を定めることにより，その施策を総合的

かつ計画的に推進し，もって誰もが安心して充実した幸せな人生を送ることができる地域共生

社会の実現に寄与するために，この条例を制定しようとするものである。



４・１定 議案第 ４７ 号

旭川市民生委員の定数を定める条例の一部を改正する

条例の制定について

旭川市民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例

旭川市民生委員の定数を定める条例（平成２７年旭川市条例第１７号）の一部を次のように

改正する。

第２条中「７８２人」を「７８６人」に改める。

附 則

この条例は，令和４年１２月１日から施行する。

（説 明）

民生委員の定数を改定するために，旭川市民生委員の定数を定める条例の一部を改正しよう

とするものである。



４・１定 議案第 ４８ 号

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例の一部を改正する条例

旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準等に関する条例（令和元年旭川市

条例第３号）の一部を次のように改正する。

第６条第２項第３号中「附則第２０条第１項」を「附則第２７条第１項」に，「附則第３条

第１項」を「附則第１０条第１項」に改める。

第７条第２項第３号及び第８０条第２項第３号中「附則第２０条第１項」を「附則第２７条

第１項」に改める。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正に伴い，旭川市指定通所支援の事業等の人員，設備

及び運営の基準等に関する条例の一部を改正しようとするものである。



４・１定 議案第 ４９ 号

旭川市高齢者バス料金助成乗車証条例の一部を改正する条例

の制定について

旭川市高齢者バス料金助成乗車証条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市高齢者バス料金助成乗車証条例の一部を改正する条例

旭川市高齢者バス料金助成乗車証条例（平成１８年旭川市条例第２０号）の一部を次のよう

に改正する。

第７条第１項中「次の各号に掲げる者の区分に応じ，当該各号」を「別表」に改め，同項各

号を削る。

附則の次に次の別表を加える。

別表（第７条関係）

左欄に掲げる身体障害者手帳又は

者以外の者
寿バスカードの残余有効期間 療育手帳の交付を

受 け て い る 者

１１月を超えるもの １，０００円 ２，０００円

１０月を超え１１月以下であるもの ９２０円 １，８４０円

９月を超え１０月以下であるもの ８４０円 １，６８０円

８月を超え９月以下であるもの ７６０円 １，５２０円

７月を超え８月以下であるもの ６８０円 １，３６０円

６月を超え７月以下であるもの ６００円 １，２００円

５月を超え６月以下であるもの ５２０円 １，０４０円

４月を超え５月以下であるもの ４４０円 ８８０円

３月を超え４月以下であるもの ３６０円 ７２０円



２月を超え３月以下であるもの ２８０円 ５６０円

１月を超え２月以下であるもの ２００円 ４００円

１月以下であるもの １２０円 ２４０円

備考 この表において「寿バスカードの残余有効期間」とは，寿バスカードの交付を受け

た日から第５条に規定する有効期間の末日までの期間をいう。ただし，有効期間の初日

以前に寿バスカードの交付を受けた場合は，第５条に規定する有効期間の初日から末日

までの期間をいう。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の旭川市高齢者バス料金助成乗車証条例の規定は，令和４年６月１

日以後を有効期間の初日とする高齢者バス料金助成乗車証について適用し，同日前を有効期

間の初日とする高齢者バス料金助成乗車証については，なお従前の例による。

（説 明）

負担額を改定するために，旭川市高齢者バス料金助成乗車証条例の一部を改正しようとする

ものである。



４・１定 議案第 ５０ 号

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定について

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市国民健康保険条例等の一部を改正する条例

（旭川市国民健康保険条例の一部改正）

第１条 旭川市国民健康保険条例（昭和３４年旭川市条例第５号）の一部を次のように改正す

る。

第８条の４中「第１７条」を「第１７条又は第１７条の４」に改め，同条第１号ウ中「第

８１条の２第４項」を「第８１条の２第５項」に改め，同号エ中「第８１条の２第９項第２

号」を「第８１条の２第１０項第２号」に改め，同条第２号エ中「第７２条の３第１項」を

「第７２条の３第１項及び第７２条の３の２第１項」に改める。

第１２条の６の２中「第１７条」を「第１７条又は第１７条の４」に改め，同条第２号イ

中「第７２条の３第１項」を「第７２条の３第１項及び第７２条の３の２第１項」に改める。

第１７条第１項第４号を削る。

第１７条の３の次に次の１条を加える。

（未就学児の被保険者均等割額の減額）

第１７条の４ 当該年度において，その世帯に６歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の間にある被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合（次項に規定する場合を除

く。）における当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は，第

１２条又は第１２条の５の基礎賦課額の被保険者均等割額から，それぞれ，当該被保険者

均等割額に１０分の５を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数があるときは，これを

切り上げた額）を減額して得た額とする。



２ 当該年度において，第１７条に規定する基準に従い保険料を減額するものとした納付義

務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割額は，第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を減額して得た額とする。

⑴ 第１２条又は第１２条の５の基礎賦課額の被保険者均等割額から，第１７条第１項各

号に規定する納付義務者の区分に応じてそれぞれ同項各号アに掲げる額（同条第２項の

規定により端数の切上げを行つた後の額とする。）を控除して得た額

⑵ 前号に掲げる額にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数が

あるときは，これを切り上げた額）

３ 前２項の規定は，後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合において，

前２項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と，「第１２条又は第

１２条の５」とあるのは「第１２条の６の５又は第１２条の６の８」と，前項第１号中

「同条第２項」とあるのは「同条第３項において準用する同条第２項」と読み替えるもの

とする。

（旭川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 旭川市国民健康保険条例の一部を改正する条例（平成３０年旭川市条例第２５号）の

一部を次のように改正する。

附則第５項中「１，５００円」を「１，０００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の旭川市国民健康保険条例の規定は，令和４年度分の保険料から適

用し，令和３年度分までの保険料については，なお従前の例による。

（説 明）

国民健康保険法等の一部改正等に伴い，旭川市国民健康保険条例等の一部を改正しようとす

るものである。



４・１定 議案第 ５１ 号

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例

旭川市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年旭川市条例第５７号）

の一部を次のように改正する。

第１３条中「 」を「児童」に，「児童等の」を「児童法第３３条の７に規定する児童等

の」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条例の

一部改正）

２ 旭川市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条例

（平成２６年旭川市条例第５１号）の一部を次のように改正する。

第１５条第１項の表第１３条の項中「法第３３条の７に規定する児童等」を「児童」に，

「その児童等」を「その児童」に改める。



（説 明）

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，旭川市児童福祉施設の設備及

び運営の基準に関する条例の一部を改正しようとするものである。



４・１定 議案第 ５２ 号

旭川市助産施設条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市助産施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市助産施設条例の一部を改正する条例

旭川市助産施設条例（平成１３年旭川市条例第１４号）の一部を次のように改正する。

第３条ただし書中「４０４，０００円」を「４０８，０００円」に改める。

附 則

この条例は，公布の日から施行する。

（説 明）

入所の要件を変更するために，旭川市助産施設条例の一部を改正しようとするものである。



４・１定 議案第 ５３ 号

旭川市建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行条例

の一部を改正する条例の制定について

旭川市建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行条例

の一部を改正する条例

旭川市建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行条例（平成１２年旭川市条例第

５２号）の一部を次のように改正する。

第４条を第９条とし，第３条の次に次の５条を加える。

（登録の申請）

第４条 法第１２条の２第１項の登録を受けようとする者は，規則で定める申請書を市長に提

出しなければならない。

（登録事項の変更等の届出）

第５条 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第２号。

以下「施行規則」という。）第３３条第１項の規定による届出をしようとする者は，規則で

定める届出書を市長に提出しなければならない。

（登録証明書の書換え交付）

第６条 登録業者（法第１２条の３に規定する登録業者をいう。以下同じ。）は，施行規則第

３３条第１項の規定による変更の届出により登録証明書（施行規則第３２条の登録証明書を

いう。以下同じ。）の記載事項に変更が生じたときは，その書換え交付を申請することがで

きる。



２ 前項の規定による申請をしようとする者は，規則で定める申請書に当該登録証明書を添付

して市長に提出しなければならない。

（登録証明書の再交付）

第７条 登録業者は，登録証明書を破損し，汚損し，又は亡失したときは，その再交付を申請

することができる。

２ 前項の規定による申請をしようとする者は，規則で定める申請書を市長に提出しなければ

ならない。

３ 破損又は汚損により登録証明書の再交付の申請をする場合にあっては，前項の申請書に当

該登録証明書を添付しなければならない。

４ 亡失により登録証明書の再交付を受けた者は，当該再交付を受けた後において亡失した登

録証明書を発見したときは，直ちに発見した登録証明書を市長に返納しなければならない。

（手数料）

第８条 次の各号に掲げる者は，それぞれ当該各号に定める手数料を申請の際，納入しなけれ

ばならない。

⑴ 法第１２条の２第１項の登録を受けようとする者 次に掲げる区分に応じ当該区分に掲

げる額

ア 法第１２条の２第１項第１号から第７号までに掲げる事業の登録 １件につき

３６，７００円

イ 法第１２条の２第１項第８号に掲げる事業の登録 １件につき ４６，８００円

⑵ 第６条第１項の規定による登録証明書の書換え交付を受けようとする者 １件につき

１，３００円

⑶ 第７条第１項の規定による登録証明書の再交付を受けようとする者 １件につき

１，３００円

２ 既納の手数料は，還付しない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際北海道知事がした処分その他の行為で現にその効力を有するもの又は



この条例の施行の日前に北海道知事に対してなされた申請その他の行為は，この条例による

改正後の旭川市建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行条例の規定に基づき市長

がした処分その他の行為又は市長に対してなされた申請その他の行為とみなす。

（説 明）

建築物における清掃を行う事業等を営んでいる者の登録の申請等の規定を整備するために，

旭川市建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行条例の一部を改正しようとするもの

である。



４・１定 議案第 ５４ 号

旭川市工業技術センター条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市工業技術センター条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市工業技術センター条例の一部を改正する条例

旭川市工業技術センター条例（平成元年旭川市条例第１７号）の一部を次のように改正す

る。

別表１⑵機器の使用料の表加工機器の項中

「
３Ｄプリンタ １，４９０

」を

「
３Ｄプリンタ １，４９０

バンドソー １，０５０

ＴＩＧ溶接機 ８９０
」に改める。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

新規導入機器の使用料を定めるために，旭川市工業技術センター条例の一部を改正しようと

するものである。



４・１定 議案第 ５５ 号

旭川市観光振興条例の制定について

旭川市観光振興条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市観光振興条例

旭川市は，大雪山系が育んだ自然環境を有し，その豊かな森林や石狩川をはじめとする水資

源は，多様な農産物の生産，酒造り，家具・木製品の製造など，地域産業の発展を導き，多く

の人々に潤いと憩いをもたらしている。

また，北海道のほぼ中央に位置し，多くの人々が行き交い，多様な産物が集まる交通の要衝

であり，行政，経済，医療福祉の都市機能が集積する北北海道の拠点都市である。

四季折々の豊かな自然環境，これに育まれた産業，そして交通の利便性が高く充実した都市

機能が融合する本市の特徴を最大限に生かした観光の振興により，交流・滞在人口が拡大し，

宿泊・飲食業をはじめとする多様な産業に効果が波及することで，地域経済の活性化がもたら

され，市民の経済的な豊かさにつながっている。

観光は，異なる文化や価値観の交流を通じて，地域の魅力を発見することができるものであ

り，自然と共生して暮らしてきたアイヌの人々や開拓のため移住してきた人々など，先人から

受け継がれてきた歴史や文化を学び体験する機会を，観光客のみならず市民も享受することで，

郷土愛を深め，心豊かな社会生活の実現につながるものである。

ここに，誰もが安心して快適に滞在することができ，国際的にも通用する観光地を目指して，

市，市民，観光事業者及び観光関係団体等，旭川市に関わる全ての者が連携し，一体となって

観光の振興を推進するために，この条例を制定する。

（目的）

第１条 この条例は，観光の振興に関し基本理念を定め，並びに市の責務並びに市民，観光事



業者（観光に関する事業を主たる事業として営む者をいう。以下同じ。）及び観光関係団体

等（観光に関する活動を行う団体，企業，教育機関等をいう。以下同じ。）の役割を明らか

にするとともに，観光の振興に関する施策の基本となる事項を定めることにより，その施策

を総合的かつ計画的に推進し，もって観光の振興により観光客の来訪を促進し，本市経済の

発展と豊かな市民生活の実現に寄与することを目的とする。

（基本理念）

第２条 観光の振興は，市，市民，観光事業者及び観光関係団体等が相互に連携し，観光客の

みならず，市民も共に学び，楽しめる地域づくりを目指して推進されなければならない。

２ 観光の振興は，地域経済をけん引するものであることを踏まえ，より豊かな市民生活を実

現できるよう推進されなければならない。

３ 観光の振興は，産業のほか，教育，文化，スポーツ等多様な分野と結び付き，幅広く波及

効果をもたらすものであることを踏まえ，市民が様々な利益を享受できるよう推進されなけ

ればならない。

４ 観光の振興は，本市が北北海道の拠点都市であることを踏まえ，各地域と連携しながら推

進されなければならない。

５ 観光の振興は，全ての人々が安心して快適に観光することができるよう配慮するとともに，

環境等への影響も十分に考慮し，推進されなければならない。

（市の責務）

第３条 市は，前条に規定する基本理念にのっとり，観光の振興に関する施策を策定し，これ

を総合的かつ計画的に実施するとともに，市民，観光事業者及び観光関係団体等がそれぞれ

の立場から広く観光の振興を推進することができるよう，情報の提供及び相互に協力する関

係の構築等に取り組むものとする。

（市民の役割）

第４条 市民は，観光客を温かく迎えるとともに，相互に交流を図るよう努めるものとする。

２ 市民は，観光について理解を深めるとともに，本市に関する情報の発信，観光に関する学

び及び体験その他観光の振興に関する活動を行うことにより，魅力ある観光地づくりに参画

するよう努めるものとする。

（観光事業者の役割）

第５条 観光事業者は，観光客の満足度の向上に努め，地域の各産業と連携しながら事業活動

を行うほか，情報の発信及び観光資源の開発等を担うものとする。



（観光関係団体等の役割）

第６条 観光関係団体等は，観光客の来訪の促進を図るとともに，おもてなしの向上等受入体

制の充実及び整備並びに情報の発信等に取り組むものとする。

（基本方針）

第７条 市長は，観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため，観光の振興に

関する基本的な方針（以下「基本方針」という。）を策定するものとする。

２ 市長は，基本方針において観光分野の成果に関する具体的な目標を設定するとともに，必

要に応じて，見直しを行うものとする。

３ 市長は，基本方針を策定するに当たっては，市民，観光事業者及び観光関係団体等の意見

を適切に反映することができるよう，必要な措置を講じなければならない。

４ 市長は，基本方針を策定したときは，速やかにこれを公表しなければならない。

５ 市長は，基本方針について，評価及び検証を行うものとする。

６ 第３項及び第４項の規定は，基本方針の変更について準用する。

（人材の育成）

第８条 市，観光事業者及び観光関係団体等は，観光の振興に寄与する人材の育成及び確保を

図るため，相互に連携し，必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（広域的な取組）

第９条 市，観光事業者及び観光関係団体等は，国，北海道その他の地方公共団体及び当該地

方公共団体における観光事業者又は観光関係団体等（次項において「観光関係者等」とい

う。）と連携し，広域的な施策の推進に努めるものとする。

２ 市，観光事業者及び観光関係団体等は，本市が北北海道の拠点都市であり，かつ，上川中

部圏域の拠点都市であることを踏まえ，当該各地域における住民及び観光関係者等と連携し，

観光客の周遊の促進に努めるものとする。

（新たな観光分野の開拓等）

第１０条 市，観光事業者及び観光関係団体等は，自然，食，商工業，農業，教育，文化，芸

術，スポーツ等多様な分野と連携した観光の振興の推進に努めるものとする。

２ 市，市民，観光事業者及び観光関係団体等は，新たな観光資源を掘り起こし，又は既存の

観光資源を磨き上げることに努めるものとする。

（広報宣伝）

第１１条 市，市民，観光事業者及び観光関係団体等は，観光客の来訪を促進するため，観光



情報の発信に取り組むものとする。

２ 市は，市民，観光事業者及び観光関係団体等による観光情報の発信を促進するための機会

の創出，情報提供その他観光情報の発信に資する取組の実施に努めるものとする。

（財政上の措置）

第１２条 市は，観光の振興に関する施策を推進するため，必要な財政上の措置を講ずるよう

努めるものとする。

（委任）

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

観光の振興の基本的な事項を定めることにより，その施策を総合的かつ計画的に推進し，

もって観光の振興により観光客の来訪を促進し，本市経済の発展と豊かな市民生活の実現に寄

与するために，この条例を制定しようとするものである。



４・１定 議案第 ５６ 号

旭川市文化財保護条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市文化財保護条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市文化財保護条例の一部を改正する条例

旭川市文化財保護条例（昭和３８年旭川市条例第１６号）の一部を次のように改正する。

第１条中「旭川市の」を「旭川市（以下「市」という。）の」に，「道の指定」を「北海道

の指定又は登録（以下「指定等」という。）」に，「旭川市（以下「市」という。）」を

「市」に，「保全」を「保存」に改める。

第２条中「（昭和２５年法律第２１４号）」を「（昭和２５年法律第２１４号。以下「法」

という。）」に，「有形文化財，無形文化財，民俗資料及び記念物」を「文化財」に改める。

第３条第１項中「保全」を「保存」に改める。

第４条第１項中「保護」を「保存及び活用」に改める。

第５条の見出しを「（指定及び登録）」に改め，同条第１項中「道」を「北海道」に，「権

限」を「権原」に，「保持者」を「第３項の規定により認定を受けた保持者若しくは保持団

体」に改め，同条第２項中「前項」を「前２項」に，「無形文化財の指定を行なおうとする」

を「指定等を行おうとする文化財が無形文化財（法第２条第１項第２号に規定する無形文化財

をいう。以下同じ。）である」に，「保持者」を「保持者又は保持団体（法第７１条第２項に

規定する保持団体をいう。以下同じ。）（以下「保持者等」という。）」に改め，同項を同条

第３項とし，同条第１項の次に次の１項を加える。

２ 委員会は，市の区域内に所在する文化財のうち，国又は北海道が指定等をしたもの及び前

項の規定により委員会が指定したものを除き，その文化財の価値に鑑み保存及び活用のため

の措置が特に必要とされるものを，所有者等の同意を得て，市の文化財登録簿に登録するこ



とができる。

第６条の見出しを「（解除及び抹消）」に改め，同条第１項中「場合，」を「場合」に，

「ときは」を「ときは，その」に改め，同条第２項中「市指定文化財」を「市指定文化財又は

市登録文化財（以下「市指定文化財等」という。）」に，「道」を「北海道」に，「指定を」

を「指定等を」に，「指定は解除」を「指定等は解除又は抹消（次条において「解除等」とい

う。）」に改め，同項を同条第４項とし，同条第１項の次に次の２項を加える。

２ 委員会は，前条第２項の規定により市の文化財登録簿に登録した文化財（以下「市登録文

化財」という。）がその保存及び活用のための措置を講ずる必要がなくなつた場合その他特

殊の事由があるときは，その登録を抹消することができる。

３ 委員会は，保持者が心身の故障により保持者として適当でなくなつたと認められる場合，

保持団体がその構成員の異動により保持団体として適当でなくなつたと認められる場合その

他特殊の事由があるときは，保持者等の認定を解除することができる。

第７条の見出しを「（指定等又は解除等の告示）」に改め，同条中「指定」を「指定等」に，

「解除」を「解除等を」に，「すみやかに」を「速やかに」に改める。

第８条中「市指定文化財」を「市指定文化財等」に，「指示」を「指示，指導又は助言」に，

「保存」を「保存又は活用」に改める。

第９条第１項中「市指定文化財」を「市指定文化財等」に，「すみやかに」を「速やかに」

に改め，同条第２項中「市指定文化財」を「市指定文化財等」に，「，名称又は住所」を「若

しくは名称又は住所若しくは所在地」に，「すみやかに」を「速やかに」に改め，同条第３項

中「市指定文化財」を「市指定文化財等」に，「保持者が死亡し，又は保持者」を「保持者等

が死亡し，若しくは解散し，又は保持者等」に，「保持者はすみやかに」を「保持者若しくは

保持団体の代表者は速やかに」に改める。

第１０条の見出し中「き損」を「毀損」に改め，同条中「市指定文化財が」を「市指定文化
ヽ

財等が」に，「すみやかに」を「速やかに」に改め，同条第２号中「滅失，き損若しくは亡失
ヽ

した」を「滅失し，毀損し，若しくは亡失し，又は盗み取られた」に改め，同条第３号中「市

指定文化財である記念物」を「市指定文化財等である記念物（法第２条第１項第４号に規定す

る記念物をいう。）」に改める。

第１１条第１項中「保全」を「保存」に改め，同条に次の１項を加える。

４ 第１項の規定は，市登録文化財について準用する。この場合において，同項中「委員会の

許可を受けなければ」とあるのは，「委員会に届け出なければ」と読み替えるものとする。



第１２条第２項中「指導助言」を「指導又は助言」に改め，同条に次の１項を加える。

３ 前２項の規定は，市登録文化財について準用する。この場合において，第１項中「しよう

とするときは，あらかじめ」とあるのは「したときは，速やかに」と，「前条第１項」とあ

るのは「前条第４項において読み替えて準用する同条第１項」と，「許可を受けた」とある

のは「届け出た」と読み替えるものとする。

第１３条（見出しを含む。）中「保全」を「保存」に改め，同条に次の１項を加える。

２ 前項の規定は，市登録文化財について準用する。この場合において，同項中「措置を講ず

るよう勧告する」とあるのは，「指導又は助言を行う」と読み替えるものとする。

第１５条第１項中「市指定文化財の保全又は保存及び」を「市指定文化財等の保存又は」に

改める。

第１８条中「滅失又はき損したとき」を「滅失し，又は毀損したときは」に，「所有者」を
ヽ

「所有者等」に改める。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（説 明）

文化財の登録に係る規定を整備する等のために，旭川市文化財保護条例の一部を改正しよう

とするものである。



４・１定 議案第 ５７ 号

旭川市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について

旭川市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

旭川市営住宅条例の一部を改正する条例

旭川市営住宅条例（昭和５４年旭川市条例第１１号）の一部を次のように改正する。

第２条第４号中「建設した」を「建設し，及び借り上げた」に改める。

第４条の２中「廃止」を「廃止又は市営住宅の借上げに係る契約の終了」に改める。

第６条の２第２項中「前項」を「前２項のいずれか」に，「同項の」を「当該各項に規定す

る」に，「子育て世帯向け住宅」を「子育て世帯向け住宅又は借上市営住宅」に改め，同項た

だし書中「規則」を「第１項の規定による決定を受けた者にあつては，規則」に改め，同項を

同条第３項とし，同条第１項の次に次の１項を加える。

２ 市長は，市が法に基づいて借り上げた住宅（以下この条において「借上市営住宅」とい

う。）の入居者の決定に当たつては，入居の期限を当該借上市営住宅に係る借上げの期間の

満了の日までとする条件を付するものとする。

第２０条の４中「（第６号を除く。以下この条において同じ。）及び」を「及び」に，「第

３２条第１項に」を「第３２条第１項（第６号を除く。）に」に，「第３８条第１項を」を

「第３２条第１項第６号及び第３８条第１項を」に改める。

第２５条の５第１項中「４，２００円」を「４，２００円を上限として規則で定める額」に

改める。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。ただし，第２５条の５第１項の改正規定は，



同年１１月１日から施行する。

（説 明）

借上市営住宅に係る規定を整備する等のために，旭川市営住宅条例の一部を改正しようとす

るものである。



４・１定 議案第 ５８ 号

包括外部監査契約の締結について

次のとおり包括外部監査契約を締結したいので，議会の議決を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

１ 契約の目的 当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

２ 契約の始期 令和４年４月１日

３ 契 約 金 額 １２，０００，０００円を上限とする額

４ 契約の相手方 住所 旭川市●●●●●●●

氏名 前 田 敬 洋

資格 公認会計士



４・１定 議案第 ５９ 号

市 道 路 線 の 廃 止 に つ い て

次のとおり市道路線を廃止する。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

整 理 番 号 起 点
路 線 名

種別 街区 路線 終 点ブロック
番号 番号 番号 番号

豊岡６条１丁目１番地の３地先
８Ｅ １ ４５ ３ 豊岡６条１丁目２号線

豊岡６条１丁目１番地の３５地先

忠和５条３丁目６６番地の９９地先
８Ｅ ３ ９ ３ 忠和５条３丁目１号線

忠和５条３丁目６３番地の２０２地先

忠和６条３丁目６３番地の１６７地先
８Ｅ ３ ９ ６ 忠和６条３・４丁目間

１号線 忠和６条４丁目６３番地の３３１地先



４・１定 議案第 ６０ 号

市 道 路 線 の 認 定 に つ い て

次のとおり市道路線を認定する。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

整 理 番 号 起 点
路 線 名

種別 街区 路線 終 点ブロック
番号 番号 番号 番号

９条通１２丁目２１９１番地の２８７
８Ｅ １ ２３ ５ ９条通１２丁目１号線 地先

９条通１２丁目２１９１番地の３１７
地先

豊岡６条１丁目１番地の３地先
８Ｅ １ ４５ ３ 豊岡６条１丁目２号線

豊岡６条１丁目１番地の６７地先

東光５条１丁目２５２番地の３地先
８Ｅ １ ４７ ３１ 東光５条１丁目５号線

東光５条１丁目２５２番地の４０地先

豊岡８条５丁目８０番地の１０１地先
８Ｅ １ ５７ ４０ 豊岡８条５丁目５号線

豊岡８条５丁目８０番地の１０４地先

春光６条１丁目３５６４番地の５８地
８Ｅ ２ 164 ２４ 春光６条１丁目３号線 先

春光６条１丁目３５６４番地の２０９
地先

忠和６条２丁目６６番地の５８９地先
８Ｅ ３ ９ ３ 忠和６条２丁目・５条

３丁目間１号線 忠和５条３丁目６３番地の２０２地先



忠和６条２丁目６６番地の１５２地先
８Ｅ ３ ９ ６ 忠和６条２・４丁目間

１号線 忠和６条４丁目６３番地の３３１地先



４・１定 報告第 １ 号

専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

緊急施行を要した令和３年度旭川市一般会計補正予算を定めることについて，地方自治法第

１７９条第１項の規定により，令和４年１月２７日に別紙専決処分書のとおり専決処分したか

ら，同条第３項の規定により報告し，議会の承認を求める。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介



専 決 処 分 書

地方自治法第１７９条第１項の規定により，令和３年度旭川市の一般会計補正予算を次のと

おり定めることを専決処分する。

令和４年１月２７日

旭川市長 今 津 寛 介 印

写○









４・１定 報告第 ２ 号

専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

損害賠償の額を定めることについて，地方自治法第１８０条第１項の規定による長の専決処

分事項の指定により，次のとおり専決処分したから，同条第２項の規定により報告する。

令和４年２月２１日提出

旭川市長 今 津 寛 介

事故発生年月日
損害賠償の額 専決処分年月日 過失割合

及 び 場 所

令和３年１２月４日
７９，９２１円 令和４年２月１日 市 100％

旭川市７条通９丁目


